
p. 1 

 

        

 

 

＜ 目 次 ＞  

１． 制度について        ・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

２． 補助対象事業 

３． 補助対象者 

４． 補助対象とならない場合   ・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

５． 補助額 

６． 事業完了日         ・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

７． 申請の流れ         ・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

８． 申請方法           

９． 申請書類          ・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

１０． 申請の受付          ・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

１１． 補助金交付決定・補助金交付 ・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

１２． Ｑ＆Ａ             

１３． 記載例            ・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<お問い合わせ> 

環境部 ＧＸ推進課 いせさきＧＸ推進係 

伊勢崎市柴町９５４番地 清掃リサイクルセンター２１ ２階 

電 話：０２７０－２７－５５９６ 

ＦＡＸ：０２７０－２７－５３８８ 

令和７年度家庭用脱炭素化設備導入補助金 

【申請の手引き】 
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１．制度について 

 自己が居住している住宅の屋根や敷地内に、太陽光発電設備や蓄電池を購入、ＰＰＡ及び 

リース契約による導入をした方へ補助金を交付します。 

 この手引きをよく読み、対象要件、必要書類及び申請方法について確認のうえ申請してく

ださい。 

 

２．補助対象事業 

 下記のそれぞれの要件を満たす設備を、自己が居住する市内の住宅もしくは住宅と同一

敷地内へ導入し、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までに事業完了日を迎えたも

の。ただし、同一住宅（敷地内も含む）への設備導入について、対象となるのは設備の種類

ごとに同一年度内につき１回までです。 

 

対象 

設備 
太陽光発電設備 蓄電池 

要件 

□未使用品であること 

□発電される電力が、原則自家消費さ 

 れるもの（余剰売電は可） 

□発電出力が１kW 以上１０kW 未満 

 のもの 

※発電出力：モジュールとパワコン 

 の出力を比較し、いずれか低い値 

□同じ設備に対して本市からの補助金 

を受けていない 

□未使用品であること 

□充放電を繰り返すことを前提とする 

据置型（定置型）のもの 

□蓄電池からの電力が、原則自家消費 

されるもの 

□太陽光発電設備と接続されているも 

 の 

□蓄電容量が２kWh 以上のもの 

□同じ設備に対して本市からの補助金 

を受けていない 

 

３．補助対象者 

 〇以下のいずれにも該当する人 

□ 伊勢崎市の住民基本台帳に記録されている 

□ 設備を導入した住宅に実際に住んでいる 

□ 対象設備導入のための費用を負担している（設置工事費用・サービス利用料等） 

□ 市税の滞納がない 
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４．補助対象とならない場合 

 〇以下のいずれかに該当する人や事業 

□ 住民基本台帳に記録されている住所が、導入した設備を使用する住宅にない人 

□ 予備品の設置、修繕等を行う事業 

□ 系統連系をしない事業 

□ 太陽光発電設備の発電出力が増設後合計１０kW 以上となる事業 

 

５.補助額 

設備の種類 補助額  ※１，０００円未満切捨て 補助上限額 

太陽光発電設備 補助対象設備導入に要した経費 ５０，０００円 

蓄電池 補助対象設備導入に要した経費 ５０，０００円 

※「導入に要した経費」とは… 

【太陽光発電設備】 

□太陽電池モジュール  □架台  □インバータ・保護装置(パワーコンディショナ) 

□接続箱  □電力計  □配線・配線器具の購入・据付  □設置工事に関する費用 

□上記に費用に係る消費税 

【蓄電池】 

□定置用（据置型）蓄電池  □附属品等の購入費及び設置工事に係る費用 

□上記費用に係る消費税 

【ＰＰＡ・リースによる導入】 

□契約期間におけるサービス利用料（例：月額単価×契約月数） □消費税 

※算出例… 

（例１）太陽光発電設備 9kW（80 万円）と蓄電池７kWh（150 万円）を購入。 

⇒１０万円（太陽光５万円+蓄電池５万円） 

（例２）太陽光発電設備 9kW をキャンペーン利用により無料で導入し、蓄電池 7kWh を 

150 万円で購入 

⇒５万円（太陽光０円+蓄電池５万円） 

     …太陽光発電設備について費用を負担していないため、蓄電池のみ対象 

（例３）ハウスメーカーのキャンペーンで太陽光発電設備本体は無料、設置工事費として 

3 万円を支払った。 

⇒3 万円 

 …本体に補助対象経費は発生していないが、設置工事費として費用を負担し 

ているため、その費用が対象となる 
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（例４）中古の太陽光発電設備５kW を１００万円、蓄電池７kWh をキャンペーン利用 

により３５，８００円で購入した。 

⇒３万５千円（太陽光０円+蓄電池３万５千円） 

 …太陽光が設備要件（未使用品であること）を満たしていないため補助対象 

外。蓄電池については上限額未満のため実際の経費分のみ対象、かつ千円未 

満切捨て 

（例５）太陽光発電設備 5kW をＰＰＡにより、蓄電池 4kWhをリースにより導入しそれ 

ぞれ太陽光発電：月額 9,000 円（契約期間 10年）、蓄電池：月額 5,000 円（契約 

期間 10年）のサービス利用料及びリース料を負担している。 

⇒１０万円（太陽光５万円+蓄電池５万円） 

 …ＰＰＡ・リースについての導入に係った経費は「（月額利用料）×（契約月 

数）」で算出する。 

太陽光発電：9,000 円×120 カ月＝1,080,000 円 

蓄電池：5,000 円×120 カ月＝600,000 円 ※各設備上限 50,000 円 

 

６．事業完了日 

設備 
導入 

方法 
事業完了日 備考 

太陽光 

発電設備 

購入 系統連系開始日 ○太陽光発電設備と蓄電池を併せ

て導入した場合は、それぞれの事業

完了日の最も遅い日 

○事業完了日が当該住宅へ住所変

更する前の場合(建売住宅購入等)

には、実際に住所を定めた日 

ＰＰＡ 電力販売開始日 

リース リース開始日 

蓄電池 

購入 設置完了日又は保証開始日 

ＰＰＡ 電力販売開始日 

リース リース開始日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



p. 5 

 

７．申請の流れ 

申請者 伊勢崎市 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※１：事業完了日について 

   手引き P4「６.事業完了日」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

２：添付書類について 

   手引き P6「９．申請書類」参照 

 

※３：交付決定・確定通知について 

   申請いただいた月の翌月中旬ごろ 

に発送します。 

 

※４：補助金交付時期について 

   申請受理日が属する月の翌月下旬 

を予定します。 

   例：○８月１日申請受理 

→９月下旬交付 

     ○９月３０日申請受理 

       →１０月下旬 

 

８.申請方法 

 事業完了後(P4「6.事業完了日」参照)、「窓口申請」・「郵送申請」・「電子申請（LoGoフ 

ォーム）」のいずれかの方法によりご申請ください。 

なお「電子申請（LoGo フォーム）」の場合には、それぞれの質問項目への回答及び必

要書類に対応するデータの添付により申請が可能です。 

 

交付申請書 

兼実績報告書 

（様式第 1 号） 

交付決定通知書

兼確定通知書

（様式第 2 号） 

申請受理 

事業完了 ※１ 

交付申請 

(窓口、郵送・電子) 

交付決定・確定通知 ※３ 

補助金受領 補助金交付 ※４ 

通知到着 

添付書類 ※２ 

審査 
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９.申請書類 

補助金交付申請書兼実績報告書（別記様式第１号）に書類を添えてご申請ください。 

 添付書類 

1 交付申請書兼実績報告書(様式第１号) 

2 市税等を滞納していないことを証する書類 

3 補助対象設備導入に係る契約書等の写し 

4 補助対象設備導入に係る事業内容のわかる書類 

5 補助対象設備の完成写真 

6 補助対象事業の支払を明らかにする書類の写し 

7 領収書等内訳書 ※領収書等により補助対象経費が確認できれば不要 

8 電力受給契約に基づく系統連系日がわかる書類 

 （蓄電池のみの場合：系統連系されていることがわかる書類でも可） 

9 振込先口座のわかるもの 

10 委任状 

11 請求書(伊勢崎市様式) 

12 チェックシート 

 

１．交付申請書兼実績報告書(様式第１号) 

□ Ｐ15「13.記載例」を参考に作成 

□ 市ＨＰに様式の掲載あり 

□ 電子申請の場合には不要 

 

２．市税等を滞納していないことを証する書類 

□ 本市が発行する完納証明書 

□ 清掃リサイクルセンター21内では発行できません。 

□ 発行窓口：伊勢崎市役所税総合窓口（本館１階６番窓口）、 

各支所（赤堀・あずま・境）市民サービス課 

いせさきガーデンズ行政センター、スマーク伊勢崎行政センター 

  請求方法等、より詳しい内容については市ＨＰをご確認ください。 

https://www.city.isesaki.lg.jp/soshiki/zaiseibu/shuunou/2820.html 

 

 

 

 

https://www.city.isesaki.lg.jp/soshiki/zaiseibu/shuunou/2820.html
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３．補助対象設備導入に係る契約書等の写し 

□ 設備導入に係る施工会社等との契約書等 

□ 契約者が申請者本人のもの（共有名義可） 

□ 契約内容、契約金額等がわかるもの 

※変更契約がある場合には、原契約書の写し及び変更契約書の写しをご用意ください 

※契約書だけでは対象設備導入が含まれているか客観的な判断ができない場合には、 

工事内訳書等を併せてご提出ください 

 

４．補助対象設備導入に係る事業内容のわかる書類 

□ 事業内容や導入設備が交付要件に合致していることが確認できるもの 

  （太陽光発電設備を導入した場合） 

   □太陽光モジュール、パワコンの型番、設置台数がわかるもの 

   □太陽光モジュールの仕様書   □パワコンの仕様書 

  （蓄電池を導入した場合） 

   □蓄電池の型番、設置台数がわかるもの □蓄電池の仕様書 □蓄電池の保証書 

 □結線図（太陽光及び住宅と接続されていることがわかる図面） 

 

５．補助対象設備の完成写真 

□ 住宅の全景がわかる写真 

□ 導入した設備（設置台数等）が確認できる写真 

  ※太陽光発電設備：設置台数が確認できるもの 

※パワコン・蓄電池：型番、設置台数が確認できるもの（銘板の写真等） 

□ 撮影した写真データをカラー印刷したもの 

 

６．補助対象事業の支払いを明らかにする書類 

□ 設備導入にあたり費用を負担していることが確認できるもの 

（購入した場合） 

□ 支払金額がわかるもの（領収書等） 

※領収書の発行がない場合には、その費用を負担していることがわかる書類を 

ご用意ください。 例：金融機関等が発行する振込依頼書等 

（ＰＰＡ・リースにより導入した場合） 

□ 事業者等へ支払う金額及び内容が確認できるもの 

例：支払計画書+引き落としされていることが確認できる通帳の写し等 
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７．領収書等内訳書 

□ 市ＨＰに様式あり 

□ 領収書等発行者（施工業者等）が証明したもの 

□ 支払い金額に対し、補助対象設備導入に係る経費の内訳が正しく記載されているもの 

※記載方法はＰ17 を参照してください 

※「領収書」や「施工業者発行の内訳書等」からそれぞれの設備に対しての経費が確認 

 できる場合には作成不要。 

 

８．電力受給契約に基づく系統連系日がわかる書類 

（蓄電池のみの申請の場合）系統連系されていることが分かる書類 

□ 電力会社が発行した「系統連系日（買取起算日）」が確認できるもの 

□ （例１）Ｗｅｂ申し込みシステム「工程照会」をプリントアウトしたもの 

   …発電者名義・発電場所・系統連系開始日・受電地点特定番号が記載されているもの 

□ （例２）「購入電力量のお知らせ」をプリントアウトしたもの 

   …契約名義・契約住所・設備出力・買取起算日が記載されているもの 

※系統連系から一定期間が経過し、書類が用意できない場合には、「電力会社との協議 

 内容のわかる書類(電力受給契約のご案内等)」と「直近の売電状況がわかる書類」を 

併せてご用意ください。 

□「蓄電池のみ」の申請の場合には、「系統連系されていることがわかる書類」を提出 

 例：直近の売電状況がわかるもの等 

 

９．振込先口座のわかるもの 

□ 口座情報のわかるもの（通帳の写し等） 

□ 名義が申請者のもの 

 

１０．委任状 

□ 申請者以外（家族や施工業者等）の方が窓口にお越しになる場合に提出 

□ 申請者の自筆により作成 

□ 郵送申請及び電子申請の場合は不要 

 

１１.請求書（市様式） 

□ ＨＰに様式あり 

□ 記載例を参考に作成 

□ 電子申請の場合は、PDF または Excel 形式にて添付 

※施工業者等からの請求書ではなく、申請者が市に補助金を請求するためのものです。 
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１２．チェックシート 

□ ＨＰに様式あり 

□ 該当箇所にすべてチェックしたもの 

□ 電子申請の場合は提出不要 

 

１０．申請の受付 

 ①受付期限 

受付終了日：令和８年４月３０日（木） ※郵送申請：必着 ※電子申請：送信完了 

 ※事業完了日が令和７年 4月 1 日から令和８年 3 月 31 日までの事業が対象です。 

   ※上記受付期間内であっても申請額が予算額に達した時点で受付終了となります。 

令和７年度予算額：２５，０００，０００円  

※窓口申請の受付時間は、平日午前９時から正午まで、午後１時から午後４時３０分

まで（土曜・日曜・祝日を除く） 

 ②受付窓口 

  環境部 GX 推進課（伊勢崎市柴町９５４ 清掃リサイクルセンター２１管理棟２階） 

  ※伊勢崎市役所本庁舎内ではありませんのでご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

ごみ搬入口 

           

駐車場 

管理棟 

受付窓口のある管

理棟への入口は、

ごみ搬入口とは違

います。 

至 田中町南交差点 

至 柴町交差点 
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 １１．補助金交付決定・補助金交付 

 提出いただいた交付申請の内容についての審査終了後、申請者へ「補助金交付決定通知書

兼交付確定通知書」をお送りします。内容をご確認いただき、お手元で保管をお願いします。 

 併せて、補助金振込日が記載された文書を同封いたしますので、記載されている振込予定

日以降に指定した口座に正しく振り込みがされていることをご確認ください。 

 振込予定日については、Ｐ5「7.申請の流れ」をご参照ください。 

 

１２．Q＆A 

対象期間・対象設備・対象となる住宅等について 

Q いつ実施した事業が対象か？ 

A 事業完了日（Ｐ4「6．事業完了日」）が令和７年 4 月 1 日～令和８年 3 月 31 日であ

る事業が対象です。 

 

Q 太陽光発電設備を設置する新築住宅も対象か？また事業完了日はいつか？ 

A 対象設備に対して費用を負担していることが確認できれば対象。事業完了日は、Ｐ4

「6．事業完了日」をご確認ください。 

 

Q 太陽光発電設備または蓄電池、もしくはその両方が設置されている建売住宅を購入

した場合、補助の対象となるか？またその場合の事業完了日はいつか？ 

A 対象要件を満たす場合には対象となります。事業完了日についてはＰ4「6．事業完了

日」をご参照ください。住宅の引き渡しより前に売主（ハウスメーカー等）により系

統連系が行われているなど、事業完了日が実際に居住する前の場合には、実際に住所

を定めた日を事業完了日とします。 

 

Q 店舗併用住宅への設備導入は対象となるか？ 

A 発電した電力が居住スペースにて使用されている場合には対象となります。 

 

Q 住宅を 2 棟所有しており、それぞれに設備を導入しようと思うがそれぞれが対象と

なるのか？ 

A 主に居住している、どちらかの住宅のみが対象となります。 
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Q 持ち運び可能な蓄電池を購入したが、対象となるか？ 

A 対象外です。据置型・定置型のものが対象です。 

 

Q アパート等への設置は対象となるか？ 

A 申請者が当該アパートの一室に居住（住民登録）しているアパートの所有者であり、

かつ発電された電力を原則自家消費している場合には補助の対象となります。ただ

し、太陽光発電設備の発電出力はアパート全体で計算し対象となるか判断するので、

アパート全体で１０kW 以上の場合は対象外です。 

 

Q 野立てやカーポート・倉庫の屋根へ設置する場合は対象となるか？ 

A 実際に居住している住宅と同一敷地内の建物等への設置で、かつ、発電した電力が当

該住宅に引き込まれており、居住スペースにおいて自家消費されている場合は対象と

なります。「補助対象設備導入に係る事業内容のわかる書類」として、発電した電力

が住宅に引き込まれていることがわかる図面等を提出してください。 

 

Q 二世帯住宅はそれぞれの世帯から交付申請が可能か？ 

A １住宅において各設備それぞれ１回限りの申請となるため、各世帯からの申請は不

可。ただし、同一敷地内に建つ 2 棟の住宅それぞれが補助対象設備を導入し、世帯や

契約関係が全て独立していると判断できる場合にはそれぞれの世帯ごとの申請が可

能です。 

 

Q ＰＰＡにより太陽光発電設備と蓄電池を導入した。太陽光発電設備、蓄電池それぞれ

が対象となるのか？ 

A 太陽光発電設備及び蓄電池のそれぞれの設備に対して費用の負担がある場合には、補

助対象となります。 

 

申請について 

Q 共有名義となっている住宅や土地への導入をする場合、補助金の申請者は誰か？ 

A 設置工事業者等と対象設備導入に係る契約を結んだ方が申請者となります。 

 

Q 窓口へ行くのは代理人（施工業者等）でもいいか？その場合の必要書類はあるか？ 

A 代理の方が申請する場合には委任状の提出が必要となります。 
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Q 電子メールでの申請でもよいか？不備があった場合は返送されるのか？ 

A 電子メールによる申請は不可。「窓口申請」以外の方法としては「郵送申請」または

「電子申請（LoGo フォーム）」でも受け付けています。ただし郵送や電子申請にて

ご申請頂いた内容に不備があった場合には、訂正の為改めて窓口へお越しいただく場

合がございます。また受付期間を超過していたり、本制度に係る申請額が予算額に達

していた場合には受け付けできませんので、期間に余裕をもってご対応ください。 

 

添付書類について 

Q 「市税に滞納がないことを証する書類」とはどういった書類か？また電子申請の場

合にはスマホで撮影したものの添付でもよいか。 

A 本市が発行する完納証明書です。添付の形式は問いませんが、画像等が不鮮明のため

記載内容が正確に確認できない場合には再提出をお願いする場合がございますので、

極力 PDF 化していただき添付してください。 

 

Q 「事業内容のわかる書類」とはどういった書類か？ 

A 実施した事業、導入した設備が要件に該当するかを客観的に確認できるものをご用意

ください。詳しくは P7記載の書類例をご確認ください。 

 

Q 完成写真についてはスマホで撮影したものでもよいか？ 

A 添付書類としてご提出いただきますので、プリントアウト(カラー)してお持ちく     

ださい。電子申請の場合には、フォームへのデータ添付をお願いします。 

 

Q 支払いが複数回に分かれていて（頭金→着工金→最終金等）、領収書（振込通知書含

む）が複数枚出た。どれを提出すればよいか？ 

A 全ての領収書をご用意ください。但し書き等で補助対象設備の支払いであることが確

認できる場合には、該当する領収書のみご提出ください。また経費について判断が難

しい場合には、支払いに関するすべての領収書をご用意いただき、併せて内訳が確認

できる書類（領収書等内訳書等）をご提出ください。 

 

Q ローンによる支払いのため施工会社から領収書は発行できないと言われた。代わり

になるものはあるか。 

A 「金融機関発行の振込依頼書（控）」や保証会社発行の「支払明細書+直近の引き落と

しの状況がわかる通帳のコピー」など、当該事業に対して支払いが行われていること

が、客観的に確認できるものをご用意ください。 
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Q 「系統連系日のわかる書類」とはどういったものか？ 

A 電力会社から発行される、「系統連系日（買取起算日）」が記載された書類をご準備く

ださい。電力会社によっては書類の発行は行わずWEB サイト上で閲覧するようなシ

ステムを使用しているので、その場合には画面のコピーをプリントアウトしてご準備

ください。 

(例)東京電力：「購入実績お知らせサービス」>「購入開始年月日」または「発電者様

設備の買取起算日」が系統連携日となります。 

  

 

 

(参考：東京電力パワーグリッドで契約した場合のスマホ画面) 

 

Q 振込先口座の名義人は誰でもいいのか？ 

A 申請者が名義人となっている口座をご用意ください。 

 

その他 

Q 以前利用していた太陽光発電設備を、故障により 1 年前に撤去済み。今回新たに設置

しようと考えているが対象になるか？ 

A 対象設備や事業の要件を満たしていれば対象です。 

 

Q 補助金の交付を受けた後に、建物の取り壊しや売却をする必要が生じた場合はどう

なるか？ 

A 取り壊しや売却する予定がある場合にはＧＸ推進課へ連絡をお願いします。状況によ

り補助金の返還となる可能性があります。 
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Q 導入方法の「リース」と「ＰＰＡ」とはどういうものか？ 

A リースとは、リース業者が保有する太陽光発電の設備を一定期間借りることです。契

約者は毎月リース料金を支払うことで、太陽光パネルを使用できます。それに対して

ＰＰＡとは、電力販売契約という意味で第三者モデルともよばれ、住宅の屋根や遊休

地を事業者が借り、無償で発電設備を設置、毎月電力使用料をＰＰＡ事業者に支払う

ことで、発電した電気を住居で使うことができます。 

 

【ＰＰＡのイメージ】 
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１３．記載例 

様式第１号（第６条関係） 

  年  月  日 

（宛先）伊勢崎市長 

申請者 住 所 

 

氏 名 

 

  年度家庭用脱炭素化設備導入補助金交付申請書兼実績報告書 

 

   年度家庭用脱炭素化設備導入補助金の交付を受けたいので、伊勢崎市家庭用

脱炭素化設備導入補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第６条の規定により、次のとお

り申請します。また、関係書類を添えて、実績報告します。 

 

導入設備 

（注１） 

□太陽光発電設備 

（発電出力：     ｋＷ） 

□蓄電池 

（蓄電容量：   ｋＷｈ） 

導入方法 □購入 □ＰＰＡ □リース □購入 □ＰＰＡ □リース 

事業完了日 

（注２） 

年   月   日 年   月   日 

補助 

申請額 

内訳         円         円 

合計 金          円 

添付資料 

□ 市税等を滞納していないことを証する書類 

□ 補助対象設備導入に係る契約書等の写し 

□ 補助対象設備導入に係る事業内容の分かる書類の写し 

□ 補助対象設備の完成写真 

□ 補助対象事業の支払を明らかにする書類の写し 

□ 補助対象設備に係る系統連系日が分かる書類の写し 

  ※蓄電池のみの申請の場合には、系統連系していることが分かる書 

類の写し 

確認事項 
□ 補助対象要件を満たしていることを確認しました。 

□ 市が申請者の住民基本台帳を照会することについて同意します。 

（注１）補助対象設備は、別表第１の要件を全て満たすこと。 

（注２）事業完了日は、別表第２に定める日を記入すること。 

✓ 

9 

✓ 

（申請者住所） 

 

（申請者氏名） 

✓ 

✓ 

令和６   ６   ６ 令和６   ６   ６ 

50,000 50,000 

100,000 

７ 

✓ 

✓ 

✓ 

✓ 

✓ 

✓ 

✓ 

✓ 
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委任状 

（宛先） 伊勢崎市長  

 

代理人（窓口へ行く人） 

住所   伊勢崎市柴町 954番地                        

氏名   ＧＸ 太郎                                 

連絡先  0270-27-5596             

申請者との関係  長男              

 

私は、上記の者を代理人と定め、家庭用脱炭素化設備導入補助金申

請における一切の権限を委任いたします。 

令和  7 年  ○ 月  ○ 日 

申請者 

住所  伊勢崎市今泉町二丁目 410番地              

氏名   伊勢崎 一郎                            印   

                                （押印は任意） 

※申請者本人の自筆で記入願います。 
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領収書等内訳書 

（宛先） 伊勢崎市長  

 

     年    月    日付                様の支払いに関する書類 

等における家庭用脱炭素化設備に関する内訳額は、下記のとおりです。 

記 

１．購入 

 太陽光発電設備 蓄電池 

太陽電池モジュール 円  

蓄電池機器  円 

付属機器小計 円 円 

設置工事費 円 円 

消費税 円 円 

合計 円 円 

２．ＰＰＡ契約・リース契約 

 単価 契約月数 合計金額 

太陽光発電設備 
円  

（税込） 
ケ月 円 

蓄電池 
円  

（税込） 
ケ月 円 

合計   円 

 

※「太陽光発電設備」と「蓄電池」の内訳の記載ができない場合には以下にご記入ください 

□ いずれの設備に対しても、本制度における補助上限額以上の費用を請求している 

 単価 契約月数 合計金額 

太陽光発電設備 

・蓄電池 

円  

（消費税：    円） 
ケ月 円 

上記の内容に間違いのないことを証明します。 

     年    月    日 

 

会社名：                    

 

✔ 
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チェックシート 

申請者：          連絡先：           

             代理人：          連絡先：           

【必要書類確認用】 

★ご用意いただいた書類に✔をしてください。 

〇添付書類一覧 

 交付申請書兼実績報告書（様式第１号） 

 市税に滞納がないことを証する書類 

 補助対象設備導入に係る契約書等の写し 

 補助対象設備導入に係る事業内容のわかる書類の写し 

 補助対象設備の完成写真 

 補助対象事業の支払を明らかにする書類の写し 

 領収書等内訳書（領収書等で内訳が確認できない場合） 

 補助対象設備に係る系統連系日がわかる書類の写し 

（蓄電池のみ）系統連系されていることが分かる書類 

 補助金の振込先口座情報のわかるもの 

 委任状（申請者本人以外が窓口に行く場合） 

 請求書（伊勢崎市様式） 

 チェックシート 

 

【対象要件確認用】 

 ★該当するものに✔をしてください 

〇導入した設備について 

太陽光発電設備 蓄電池 

 未使用品である  未使用品である 

 発電した電力が原則自家消費される  据置型のもの 

 発電出力が 1kW 以上 10kW 未満  供給される電力が自家消費されるもの 

 同一設備に係る本市からの補助金を

受けていない 

 同一設備に係る本市からの補助金を受

けていない 

   太陽光発電設備と接続し使用するもの 

   蓄電容量が 2kWh以上 

    

（申請者の氏名）       080-****-**** 

（代理人の氏名）       0270-27-**** 

【次項へ続く】 
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 〇申請者について（要綱第３条第１項、第２項関係） 

 本市の住民基本台帳に記録されている 

 対象設備を導入した住宅(既存住宅、新築住宅、建売住宅の購入等)に住んでいる 

 導入した設備を使用する住宅の住所が住民票に記載されている 

 設備導入に要する経費を負担している 

 市税の滞納がない 

〇実施した事業について(要綱第４条) 

 予備品の設置、修繕その他これらに類する事業ではない 

 設備を導入した住宅において系統連系をしている 

 設備を導入した住宅について、太陽光発電設備の発電出力が合計 10kW 未満である 

 関係法令、ガイドライン等を遵守しない事業ではない 

 


